代理受領委任契約書

委任者株式会社山田工業（以下「甲」という。）と、受任者田中商会株式会社（以下「乙」という。）は、以下のとおり請負代金などの代理受領契約を締結した。

第１条（債務確認）

甲は、乙に対して下記債務（以下「本件債務」という。）があることを確認する。

　　　　　　　　　　　　　　　　記

＜債務の表示＞

甲乙間における平成＊＊年＊＊月＊＊日付商品提供基本取引契約（以下「本件基本取引契約」という。）に基づき、甲が乙に対して平成＊＊年＊＊月＊＊日現在負担している買掛金合計＊＊円並びに本件基本取引契約に基づき今後発生する買掛金の支払い債務、及びこれらに対する利息損害金

第２条（受領委任）

甲は乙に対し、前条による本件債務の支払を担保するため、甲が下記債務者（以下「丙」という。）に対して有する下記の商品販売の請負代金（以下「本件代金」という。）全額につき、甲の代理人として支払を請求し弁済受領を受ける権限を授与した。

　　　　　　　　　　　　　　　　記

＜債権者の表示＞

東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

株式会社斉藤実業

＜売掛金の表示＞

甲丙間における平成＊＊年＊＊月＊＊日付＊＊＊＊邸（東京都＊＊＊＊＊＊＊）の建築請負契約に基づき、丙から甲に支払われるべき請負代金合計＊＊円

第３条（充当）

１　乙は、丙から本件代金の受領を受けたときは、本件債務額の限度で甲の乙に対する弁済として充当することができ、甲はこれに異議を述べない。

２　前項により弁済の充当に際しては、甲は本件債務のうちに弁済期が到来していないものについても期限の利益を放棄し、乙は弁済に充当できるものとする。

３　第１項により本件代金を本件債務の弁済に充当して完済となった後に剰余があるときは、乙はその剰余金を速やかに甲に返還しなければならない。

第４条（解約禁止）

１　甲は、乙の同意を得ない限り本契約を解約することはできない。

２　甲は、本件代金の受領権限を乙以外の第三者に重複して委任してはならない。

第５条（譲渡等禁止）

甲は、本件代金の支払請求権を第三者に譲渡、質入し、又は丙に対して債権放棄・免除などをしてはならない。

第６条（復代理）

乙は、甲の承認を得ることなく本契約による代理権・受領権限を第三者に復代理させることができ、甲はこれに異議を述べない。

第７条（委任状）

甲は、本契約締結と同時に、本件代金の請求・受領権限を授与する旨の委任状（代理権授与の書面）を乙に交付する。

上記のとおり契約を締結したので、甲乙は下記に署名押印する。

平成＊＊年＊＊月＊＊日

　　　　　　　　　　　　　甲（委任者）東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社山田工業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　山田太郎　印

　　　　　　　　　　　　　乙（受任者）東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中商会株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　田中五郎　印
